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（様式７ 終了時Ａ） 

研究プロファイルシート（終了時評価） 

研究課題名：B3 津波の予測手法の高度化に関する研究 

（副課題１）多点観測データ等を用いた津波即時予測手法の高度化に関する研究 

（副課題２）遠地津波の後続波と減衰特性のモデル化の研究 

研究期間：平成 26 年度～平成 30 年度 

研究代表者：山本剛靖（地震津波研究部 第四研究室長） 

研究担当者：林 豊（平成 26～28 年度、平成 29 年度併任）、対馬弘晃（平成 26～29

年度、平成 30 年度併任）、中田健嗣（平成 26～30 年度）、南 雅晃（平成 30 年度、

平成 26 年度併任） 

（併任・地震津波監視課）新原俊樹（平成 26 年度）、西谷 諒（平成 27 年度）、永田

広平、小上慶恵（平成 28 年度）、丹下 豪（平成 29 年度） 

（客員研究員）平田賢治（平成 26～27 年度）、舘畑秀衛（平成 30 年度） 

１．研究の背景・意義 

（社会的背景・意義） 

2011 年東北地方太平洋沖地震が津波による大災害をもたらしたことなどを踏ま

え、地震調査研究推進本部は、国の地震調査研究の方針を定めた新総合基本施策の

見直しを行い、2012 年 9 月 6 日に「新たな地震調査研究の推進」の改定を行った。

その中で、今後重点的に推進すべき調査研究の一つとして「海域の津波観測網や

GNSS 観測網等の観測データを活用した津波の即時予測技術の高度化」が提言された。

また、科学技術・学術審議会測地学分科会が取りまとめた「災害の軽減に貢献する

ための地震火山観測研究計画の推進について」において、「大学及び気象庁は、即

時的地震、地殻変動、津波波形情報などにより、地震動や津波などを高速かつ高精

度に予測する手法を開発する。」と提言されている。 

（学術的背景・意義） 

海底水圧計が波源域に近い場合、観測データには地震動起源の大振幅の変動成分

がノイズとして含まれるが、その性質は十分に明らかにされていない。そのため、

地震動由来の変動成分の性質を明らかにし、津波成分のみを抽出するための効率的

な手法を開発することは重要である。また、沖合津波観測網の整備に伴い、稠密な

観測データが活用可能となるが、それら大量のデータを津波予測に有効に活用する

ためのデータ同化手法の研究はようやく始まったばかりで、今後の技術開発が必要

である。 

遠地津波については、海水密度変化の影響を考慮する手法など、新たな計算手法

が提案されてきており、それらの成果を津波の後続波や減衰モデルに取り入れられ
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る可能性がある。 

（気象業務での意義） 

2011 年東北地方太平洋沖地震における津波警報の課題について、気象庁は有識者

の意見を基に、「東北地方太平洋沖地震を踏まえた津波警報の改善の方向性につい

て」（平成 23 年 9 月 12 日）を取りまとめ、その中で沖合津波観測の強化とデータ

利用等関連技術の開発を提示した。また、津波警報の継続時間についての見通しを

立てることは、防災対応の必要期間の情報を提供するために重要である。これらを

踏まえ、本庁地震津波監視課からの要望に沿い、沖合津波観測データを活用した津

波即時予測の精度向上、および遠地津波の注警報の解除時期の予測のための研究を

行う。 

 

２．研究の目的 

（全体） 

津波の面的把握と即時予測の精度向上、および遠地津波注警報の解除時期の予測に

貢献する。 

（副課題１）津波の面的把握と即時予測の精度向上 

（副課題２）遠地津波の津波注警報の解除時期の予測への貢献 

 

３．研究の目標 

（全体）津波警報の改善のために、これまでに開発した津波即時予測手法の高度化お

よび新たな予測手法の開発を行うとともに、津波警報解除の時期を予測できるよう

にするために、津波の後続波や減衰の特性を明らかにする。 

（副課題１） 

稠密な観測データを高度に活用し、津波成分を抽出する手法や現況を面的に把握す

る手法を開発する。波源推定に基づく予測手法の高度化および波源推定に基づかな

い新たな予測手法を開発する。 

（副課題２） 

遠地津波の後続波および減衰特性のモデル化を行い、遠地津波の継続時間の予測を

行うことにより津波警報解除の時期の予測手法を開発する。 

 

４．研究結果 

（１）成果の概要 

（全体） 

波源推定に基づく予測手法について、リアルタイム GNSS 測地データ解析によっ

て推定される震源断層解との統合、波源の広がりの小さな津波に対応するための

段階的処理手法の導入等、手法の改良を行ったことに加え、観測データに含まれ

る非津波成分への対処や予測結果の妥当性評価の指標の開発等を行って実用性を

高めた。 

波源推定に基づかない予測手法について、データ同化（最適内挿法）による津

波面的把握とそれを用いた津波予測について検討し、マグニチュード 8 クラスの
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波源の広がりが大きい津波に対しては概ね適切な予測ができたが、広がりが小さ

い津波に対しては十分ではないことを示した。 

遠地津波の継続時間の予測手法について、沿岸津波観測データの移動自乗平均

振幅の成長・減衰過程を数理モデルで表現し、地震のマグニチュードとの関係を

明らかにすることで、継続時間の予測可能性を示した。 

（副課題１） 

【沖合津波観測データからの津波成分の抽出】 

・高速サンプリング高分解能の自己浮上式海底水圧計を、平成 26 年 6 月から 10 月

にかけて房総沖に設置し、期間中の 7 月 12 日に発生した福島県沖の地震（マグ

ニチュード 7.0）に伴う地震動や津波による圧力変化を観測した。地震動による

圧力変化の周波数特性を解析し、既存のノイズ除去手法であるバターワース型の

漸化式ローパスデジタルフィルタを適用することで適切に高周波成分を除去で

きた。 

・震源域内で観測されうる地震動・音波等の非津波成分に伴う海底圧力変化が波源

推定に基づく津波即時予測手法による津波予測精度に与える影響を、理論合成デ

ータを用いた数値実験により検証した。ローパスフィルタ適用後に残存する地震

動に伴う圧力変化の影響で、観測波形データが短い地震発生直後は精度が低下す

るものの、時間が経過して観測データが増えると、精度低下は大幅に改善するこ

とを明らかにした。 

・地震発生時に実際の海底水圧データに記録される非地殻変動オフセット及びトレ

ンド変化のノイズへの対処策として、波源推定に基づく津波即時予測手法におい

て津波成分とノイズ成分を同時推定して分離できるように改良した。 

【波源推定に基づく予測手法の高度化】 

・沖合観測点で津波が十分に観測されていない地震発生直後の段階における津波予

測精度を向上させるため、リアルタイム GNSS 測地データ解析によって推定され

る震源断層解と統合して津波波源を推定できるように解析システムを改良した。

東北地方太平洋沖地震津波への事後適用により、適切な震源断層解が得られれば、

初期段階での津波予測精度が向上することを実証した。 

・海溝付近の海底水圧計データに対しては海底地形により水平変位から生じる見か

けの上下変位を考慮することによって波源推定精度が向上することを、東北地方

太平洋沖地震津波の事後解析を通して明らかにした。また、仮想データを用いた

検証により、すべての観測点ではなく海底地形変化が急峻な観測点についてのみ

見かけの上下変位を考慮すれば精度向上には十分であることを示した。 

・沖合津波観測網の増強に伴って観測データによる波源への拘束が強まると期待さ

れることから、従来の波源推定手法で用いてきた震央位置による波源位置の拘束

を緩和するよう手法を改良し、自己浮上式海底水圧計で実測された津波データを

用いて、その改良の有効性を示した。 

・地下浅部の高角断層に伴う津波のような広がりの小さな津波に対しては波源推定

の空間分解能が十分でない場合があることがわかったため、解析領域全体の広さ

との両立を図りつつ、場合によって波源の空間分解能を細かくする解析アルゴリ
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ズムを考案し、検証の結果、想定した性能を発揮した。 

・実際の業務に活用する場面において時々刻々得られる津波予測結果の妥当性を提

示できるよう、予測精度をリアルタイムに評価する指標について検討した。①事

前に実施した津波予測数値実験の結果に基づき、沖合観測点配置と津波波源域、

及び津波予報区の位置関係ごとに最終的な解に達するに要する時間を定めてお

く方法。②時々刻々得られる津波予測結果が安定することをもって結果が妥当で

あると判断する方法。③波形逆解析で用いた観測波形と計算波形の一致度を、観

測波形と計算波形の二乗和でそれぞれ規格化したVariance Reduction(VR)により

評価する方法。④前解析時刻に推定した初期水位の空間分布との一致度を相互相

関関数及び VR により評価する方法。これらの指標の有効性について数値実験に

より検証した結果、指標③と④の組み合わせにより、予測結果の妥当性を適切に

評価できた。 

【現況の面的把握と波源推定に基づかない予測手法の開発】 

・最適内挿法によるデータ同化を、空間的な広がりが大きい・小さい規模の仮想津

波をS-netで観測した場合のデータに適用し、手法の性質を検証した。その結果、

マグニチュード8クラスのような広がりの大きな津波では既に示されているよう

に津波の伝播状況を良好に再現できたが、地下浅部の高角断層に伴う津波のよう

な広がりの小さな津波では再現できず現状の観測密度でも不十分であることが

わかった。 

・最適内挿法によるデータ同化によって得られる津波伝播の面的把握結果からの沿

岸津波高予測の数値実験を東北地方太平洋側で行った結果、マグニチュード 8ク

ラスの場合、地震発生後 20 分程度で概ね適切な予測ができた。 

（副課題２） 

・2011 年東北地方太平洋地震津波の検潮記録で第一波到達から 5時間以上後に見ら

れる顕著な押し波の多くは、ハワイ諸島など津波波源の長軸方向に直交する位置

にある島等で反射したと考えるとその出現時刻をうまく説明できることが分か

った。 

・遠地津波の減衰過程だけではなく成長過程を含めた全期間の振幅時間変化を説明

するため、津波エネルギーの伝達過程を踏まえた考察に基づき、①波源と二次波

源（散乱源）、②伝播経路、③観測点付近の効果の 3 つに区分して、それぞれの

段階ごとに数理モデル化した。この数理モデルによって、減衰定数などのパラメ

ータによって津波の第一波到着から最大波出現までの時間に違いを生じること、

遠地からの津波ほどその時間が長くなる傾向が説明できた。 

・チリ沖及びペルー沖で発生した地震に伴う遠地津波の日本沿岸における観測デー

タについて、移動自乗平均振幅の第 1波到達時刻、最大波発現時刻及び継続時間

等の関係を調査した。第 1 波到達時刻からの経過時間で整理すると、約 12 時間

後までの振幅変化の特徴はチリ中部沖とチリ北部～ペルー沖の二つに大別され、

約 12 時間以降の変化は両者で共通していてその振幅は地震のマグニチュードと

関係していることを明らかにした。また、ニューギニア島からサモア諸島にかけ

ての南太平洋で発生した地震に伴う遠地津波についても調査を行い、移動自乗平
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均振幅の成長・減衰過程に同様の傾向が見られること、減衰過程における振幅と

地震のマグニチュードとの関係は南米沖で得られた結果と概ね整合することを

見いだした。以上の結果から、これらの海域で発生する遠地津波に対しては、地

震のマグニチュードから減衰振幅を予測して注警報の解除時期を見通せる可能

性を示した。 

 

（２）当初計画からの変更点（研究手法の変更点等） 

大きな変更なし 

 

（３）成果の他の研究への波及状況 

なし 

 

（４）事前・中間評価の結果の研究への反映状況 

なし 

 

（５）今後の課題 

津波即時予測について、波源の広がりが小さい津波に対しては沖合観測点の分

布や解析領域の設定サイズ等により十分な津波現況把握や予測が難しい。巨大津

波に比べて発生頻度が多いこのような事例へのリアルタイムに実現可能な対処方

法を引き続き検討していく必要がある。 

津波の後続波と減衰過程の予測について、観測値に基づく手法からだけでは対

象海域が限られる。また、近地津波や比較的近い遠地津波に対しては減衰過程だ

けではなく顕著な後続波の出現も津波注警報継続時間に影響する。津波伝播計算

に基づく定量的な後続波出現と減衰過程の予測を可能にするため、長時間津波伝

播計算の精度向上に向けた手法の改良が必要である。 

 

５．自己点検 

（１）到達目標に対する達成度 

沖合津波観測データから津波成分を抽出する手法の開発については、地震時高

周波成分の適切なフィルタによる除去等、その発生があらかじめ理論的に予想で

きる現象への対処を終えることができた。地震時に生じる観測機器の移動等によ

り発生するような予期できない異常データへの対処については、リアルタイム前

処理では困難であったため、波源推定に基づく予測手法の中で同時推定すること

で達成することができた。 

波源推定に基づく予測手法の高度化については、予測精度の向上と予測結果の

妥当性評価手法の開発によって実際の業務に活用できる段階にまで実用性を高め

ることができた。 

津波の面的把握及び波源推定に基づかない予測手法の開発については、種々の

データ同化手法を検討した上、リアルタイムでの利用可能性を考慮して最適内挿

法を利用した場合についての評価を行った。すぐに業務化に向けた段階に移るま
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でには至らなかったが、適用範囲の検証はでき、業務にどのように活用できるか

の検討材料を得ることができた。 

遠地津波の継続時間の予測については、複数の観測事例が存在して再現性が検

証できる海域で発生する遠地津波に限られるため汎用性には欠けるものの、沿岸

津波観測データの移動自乗平均振幅の成長・減衰過程を表現するモデルパラメー

タを決定し地震のマグニチュードとの関係を得ることで、注警報の解除時期の予

測可能性を示すことができた。 

（２）到達目標の設定の妥当性 

日本近海における沖合津波観測点の整備・拡充が進められる時期に、気象庁の

津波業務の高度化に寄与するため、稠密な沖合津波観測データの活用による津波

即時予測手法の開発・高度化を目標としたことは妥当であった。また、遠地津波

の減衰過程について、長時間津波伝播計算の精度評価がまだ十分でないことをふ

まえ、観測データのモデル化に基づいて継続時間の予測を目指したことは妥当で

あった。 

（３）研究の効率性（実施体制、研究手法等）について 

研究成果が実際に気象庁の津波業務で活用されることを第一の目標とし、研究

の進展状況を鑑み、最も業務活用に近い段階に至っている波源推定に基づく予測

手法の高度化に注力した。それにより業務活用の目途が立つまでに到達できた。

また、 

（４）成果の施策への活用・学術的意義 

沖合津波観測データからの津波成分の抽出手法、及び波源推定に基づく津波予

測手法は、平成 28 年 7 月の沖合津波観測点の大量追加への対応のため、平成 27

年度に更新された気象庁の地震津波監視システムに取り入れられた。実運用にむ

けた検証作業を経て、今年度中に津波警報等の更新判断に活用される見込みにな

っている。 

（５）総合評価 

得られた研究成果の一部は、気象庁の地震津波監視システムに取り入れられ、

津波警報等の更新判断に活用される見込みになっている。また、その他の成果に

ついては、業務化するにはさらに開発研究を進めて適用範囲を広げる必要がある

ものの、限定的な範囲への適用の有効性を示すことができており、目標は概ね達

成された。 
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